
中国最新法律Newsletter 2022年7月号 11

   弁護士法人大江橋法律事務所 

弁護士 松本 亮 

ロックダウンの明けた上海では日常の生活が戻ってきて

いるが、上海に駐在している日本人の間で最近禁句とされ

ていることがある。それは日本円に換算するといくらかと

いうことである。 

中国では近年物価が右肩上がりに高騰してきている。

IMFの発表している中国の消費者物価指数は、2015年を100

とした場合、2022年4月時点では114.74とされている。ちな

みに私が中国に赴任した2010年は87.06とされている。それ

に加えて昨今の急激な円安である。1年ほど前までは1元あ

たり17円前後であったが、現在は1元あたり20円超となって

いる。そのため、中国の現在の物価を日本円に換算してし

まうと、購買意欲が一気に失せることとなる。 

コロナのため自由に日本と行き来できないことから、週

末ゴルフにいそしむ日本人駐在員が増加したが、上海近郊

に位置する日本人御用達のシルポートゴルフクラブでのラ

ウンドフィーは、週末だと1360元（27200円）、これに加え

てキャディチップが100元（2000円）となっており、運転手

付きの車を4人でシェアした場合には1人あたり200元（4000

円）、食事代が300元（6000円）と、1回あたり40000円ほ

どが必要となる。 

もっとわかりやすい例でいえば、スターバックスのトー

ルサイズのカフェラテは40元（800円）、吉野家の牛丼は並

盛31元（620円）、マクドナルドのダブルチーズバーガー単

品22元（440円）である。 

不思議なもので1元あたり10円台後半の場合には、日本円

に換算したとしても正確には計算しにくいことから、それ

ほど気にならなかった。しかし1元あたり20円となると、計

算が簡単になったからであろうか、つい計算して気になっ

てしまうものである。 

これまで中国の物価は上昇を続けてきたが、経済的に物

価上昇を受け入れることができるだけの賃金上昇があった。

ここ10年ほどの上海における年平均所得の上昇率は毎年7か

ら10％を維持している。今年に入ってから、日本において

も物価が高騰してきている。物価上昇を抑えることは生活

の苦しい方のために必要だとは思うものの、その反面で賃

金を上昇させていかなければ、日本人の所得は世界的に見

て相対的に下落していってしまうだろうと思われる。 
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